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過去10年間の競争試験における受験者数、合格者数、競争率の推移

2

出典：総務省「令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より



就職・採用活動における企業及び学生の動向

3

出典：人事院「人材確保に向けた国家公務員採用試験の課題と今後の施策」より

人事院「令和３年度年次報告書」（抄）
第２部 人材確保に向けた国家公務員採用試験の課題と今後の施策



人材確保に係る自治体の課題認識

4

出典：総務省「第４回 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」
資料１「地方公務員行政に関する自治体アンケートン結果について」

（注）アンケート調査は全ての都道府県・指定都市・市区町村を対象に実施。うち1,011団体から回答あり。



公務の魅力発信に係る自治体の取組事例（佐賀県）

5

出典：総務省「第11回 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」
資料「佐賀県庁における採用の取組」より



公務の魅力発信に係る自治体の取組事例（鹿児島県）

6
出典：総務省「第９回 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」

資料「鹿児島県における持続可能な組織体制の構築について」より
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地方公務員の職員採用試験における多様な試験方式の工夫

7出典：総務省「地方公務員の職員採用方法の多様化について（令和３年12月24日付け総行公第152号）」別添２より

職務経験不問の試験（新規学卒者等の採用を想定）

○ 直近５年間（平成28年度～令和２年度）における一般職の職員（※１）の採用試験（※２）について、

実施方法の工夫等の地方公共団体の取組状況を調査。
（※１）会計年度任用職員、臨時的任用職員及び任期付採用職員を除く。 （※２）障害者を対象とする採用試験、就職氷河期世代の支援に係る中途採用試験を除く。

（注）本調査において「市区町村」には、1721団体に加えて、特別区人事委員会を含む。

○ 受験者を増加するための工夫や、人物重視の採用を指向した取組、新たな面接方法の導入等が行われた。

既存の採用試験実施上の見直し

合 計都道府県 指定都市 市区町村
①受験資格の緩和
（年齢上限の引き上げ・撤廃等）

24
(51.1%)

14
(70.0%)

689
(40.0%)

727
(40.6%)

②試験日程の変更
（試験日程の前倒し・短縮、実施日の変更等）

21
(44.7%)

8
(40.0%)

405
(23.5%)

434
(24.3%)

③試験実施日を休日に設定
（就労中の受験者への配慮等）

5
(10.6%)

4
(20.0%)

513
(29.8%)

522
(29.2%)

④試験会場の管外設置
（テストセンターの活用等を含む）

13
(27.7%)

3
(15.0%)

228
(13.2%)

244
(13.6%)

⑤教養試験・専門試験・論文試験等の
試験対策が必要な科目の廃止

19
(40.4%)

11
(55.0%)

318
(18.5%)

348
(19.5%)

⑥SPI等の適性検査の導入
9

(19.1%)
9

(45.0%)
427

(24.8%)
445

(24.9%)
⑦口述試験、グループワーク等の人物試験
の配点比率の増加

6
(12.8%)

3
(15.0%)

261
(15.2%)

270
(15.1%)

⑧WEB面接の導入
4

(8.5%)
1

(5.0%)
84

(4.9%)
89

(5.0%)

⑨録画面接の導入
0

(0.0%)
0

(0.0%)
23

(1.3%)
23

(1.3%)

⑩その他の既存試験の見直し
18

(38.3%)
7

(35.0%)
102
(5.9%)

127
(7.1%)

○その他の既存試験の見直しの内容（主なもの）

・集団討論の導入・廃止
・グループワークの導入
・試験回数の増加

・出題分野の選択制の導入
・エントリーシート・書類選考の導入
・出題分野・出題数の削減

・論文試験・記述式試験の廃止
・面接回数の増加・削減
・合格基準の見直し



試験方式の工夫に係る自治体の取組事例（神戸市）

8

出典：総務省「第９回 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」
資料「神戸市の人材マネジメント現状について」より



複数自治体間における共同採用方式

9



 ６市町村は第１次試験を共同で実施

 受験者は志望する自治体を、最大で参加自治体数（第６志望）まで選択して受験の申込が可能。第１
志望の自治体に合格しなかった場合でも、第２志望以下の自治体が受験可能であれば、当該市町村
の第２次試験（各市町村で実施するもの）を受験することが可能

 さらに後期の募集があれば、もう１自治体への受験が可能

〇 南信州広域連合を構成する14市町村のうち、令和６年度に保健師の採用を予定している飯田市及び５町村
（松川町、根羽村、下條村、売木村、天龍村）では、人材確保を目指し、採用試験を共同で実施。

市町村間の連携による専門人材の採用試験の共同実施の事例（⾧野県飯田市ほか）

共同での採用試験（保健師）の概要 （出典）「令和５年度南信州圏域市町村職員採用共同試験実施要綱
【令和６年４月採用 行政保健師】」を基に事務局作成

まつかわまち ねばむ ら しもじょうむら うるぎむら てんりゅうむら

10

令和５年５月24日
第33次地方制度調査会
第14回専門小委員会 資料



企業規模別の新卒・中途採用比率（正社員）

11
厚生労働省「中途採用に係る現状等について」より



大企業の採用手法の動向

12

経済産業省「未来人材ビジョン」より

（出所）経団連「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」（2022年1月18日）を基に経済産業省が作成。



多様な人材の活用に係る自治体の取組事例（神戸市）

13

出典：総務省「第９回 ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」
資料「神戸市の人材マネジメント現状について」より



中途採用を実施しなかった理由に関するヒアリング結果
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第32次地方制度調査会 「2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために
必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」の概要（令和２年６月26日総理手交）

2040年頃にかけて人口減少・高齢化等の人口構造の変化が進み、更新時期の到来したインフラは増加。支え手・担い手の減少など資源制約に伴い、
地域社会の持続可能性に関する様々な課題が顕在化
「地域の未来予測」を踏まえ、技術を活かした対応、地域や組織の枠を越えた連携を⾧期的な視点で選択する必要
新型コロナウイルス感染症への対応を通じ、住民に身近な地方公共団体が提供する行政サービスの重要性や、人、組織、地域がつながり合うデジタル社
会の可能性が広く認識。また、人口の過度の偏在に伴うリスクが浮き彫りに。

1. 基本的な認識

地方行政のデジタル化（→2）→ Society5.0における技術の進展を最大限活用し、時間/場所を問わず迅速/正確な行政サービスの提供を推進
公共私の連携（→3） / 地方公共団体の広域連携（→4）

→ 資源制約の下でも、地域に住民が安心して快適に生活を営む地域社会を形成/都市･地域のスマート化の実現
→ 都道府県間の連携・協力によって、人の往来が活発な大都市圏の広域課題に対応

地方議会（→5） → 資源制約の下で一層重要な役割を果たせるよう、多様な住民の参画を推進

地方行政のあり方を変化・リスクに適応したものへと転換する必要

2. 地方行政のデジタル化

目指すべき地方行政の姿

（略） 3. 公共私の連携 （略）

4. 地方公共団体の広域連携 広域連携による基礎自治体の行政サービス提供
 地域において住民が安心して快適に生活を営むことができるようにするため、住民の生活機能の確保や、持続可能な都市構造への転換・
都市/地域のスマート化の実現などのまちづくりなどのため、市町村による他の地方公共団体との自主的な連携が重要

① 市町村連携の課題への対応
 定住自立圏、連携中枢都市圏等の市町村連携の取組を深化

 連携計画の作成等の役割を担う市町村と、他の市町村による
連携施策のPDCAサイクルの整備

 公共私連携の強化のため、共私からの意見聴取・提案検討
 市町村連携を前提として、都道府県からの積極的な事務移譲
が重要
※法制度化には、関係者と十分な意見調整が必要

② 都道府県による市町村の補完・支援体制の強化
 多様な市町村の現状を踏まえ、きめ細やかな都道
府県による補完・支援が必要

 市町村から都道府県に役割分担の協議を要請す
る仕組みも検討

③ 多様な連携による生活機能の確保
 多様な市町村間の広域連携により住民の生活機
能を確保(関係市町村に適切に財政措置)

都道府県の区域を越えた連携 （略） 5. 地方議会 （略）

15

令和５年５月24日
第33次地方制度調査会
第14回専門小委員会 資料



・ 2040年頃にかけて生じる人口構造の変化やインフラの老朽化等の変化・課題に的確に対応し、持続可能な形で住民
生活を支えていくためには、各地方公共団体がそれぞれの強みを活かし、資源を融通し合うなど、地域の枠を越えた連
携が重要。

広域的な産業政策等の取組に加え、施
設・インフラや専門人材の共同活用による
生活機能の確保、広域的なまちづくりなど、
合意形成が容易ではない課題にも対応し、
取組を深化させていくことが必要

個々の市町村の規模・能力や市町
村間の広域連携の取組状況に応じて、
これまで以上にきめ細やかな都道府
県による補完・支援が必要

図書館
（Ｄ市・Ｆ市の住民も利用）

介護保険施設
（Ｄ市・Ｅ市の住民も利用）

文化ホール
（Ｅ市・Ｆ市の住民も利用）

連携中枢都市圏・定住自立圏

連携中
枢都市
圏

②高次の都市機能
の集積・強化

・ 今後のインフラの老朽化や専門人材の不足の深刻化に対応するため、長期的な変化・課題の見通しを共有し、広域連
携による施設・インフラ等の資源や専門人材の共同活用に取り組むことが効果的。

・ 市町村による他の地方公共団体との連携は、地域の実情に応じ、市町村間の広域連携、都道府県による補完・支援な
ど、多様な手法の中から、最も適したものを選択することが適当。

第32次地方制度調査会答申を踏まえた多様な広域連携の推進

Ｄ市

G町

Ｈ
町

Ｉ村

核となる都市がない地域や三大都市圏
においても、安定的・継続的な広域連携
による生活機能の確保等の取組が必要

連携中枢都市圏等以外の
市町村間の広域連携

都道府県による市町村の
補完・支援

相互補完的・
双務的な役割分担

Ｆ市Ｅ市

連携中枢都市圏

16

令和５年５月24日
第33次地方制度調査会
第14回専門小委員会 資料



① 圏域全体の経済成長のけん引：産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

② 高次の都市機能の集積・強化：高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上：地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏に何が求められているのか

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

連携中枢都市圏をいかに実現するか

連携中枢
都市宣言

連携協約
の締結

都市圏ビジョン
の策定

 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な連携を可能とする「連携協約」の制度を導入 （平成26年11月１日施行）

 平成26年度から、連携中枢都市圏の形成等を推進するため、国費により支援

 平成27年度から 、地方交付税措置を講じて全国展開

連携中枢都市圏の意義

 地方圏において、昼夜間人口比率がおおむね１以上の指定都市・中核市と、社会的、経済的に一体性を有する（※１）近隣市

町村とで形成する都市圏（※２）
※１ 通勤通学割合０．１以上など。
※２ 隣接する２つの市（各市が昼夜間人口比率１以上かつ人口10万人程度以上の市）の人口の合計が20万人を超え、かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏にある
場合において、これらの市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏についても、連携中枢都市圏と同等の取組が見込まれる場合には、
これに該当するものとする。

連携中枢都市圏とは

令和５年５月24日
第33次地方制度調査会
第14回専門小委員会 資料
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連携中枢都市圏構想の推進



〇 連携中枢都市圏においては、圏域全体の経済成⾧のけん引、高次の都市機能の集積・強化、圏域全体の生活関連機
能サービスの向上について多様な取組を実施。

〇 比較的連携しやすい取組（広域的な産業政策、観光振興、災害対策等）から進んでいると考えられる一方、合意形
成が容易でない課題（土地利用、交通インフラ整備、外部人材の確保等）については、依然として連携が十分には
進んでいない傾向。

連携中枢都市圏の取組状況（分野別の取組圏域数）
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定住自立圏構想の推進
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中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な生活機能等を確保する
「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。

【圏域に求められる役割】

①生活機能の強化（休日夜間診療所の運営、病児・病後児保育の実施、消費生活法律相談の実施、地場産業の育成 等）
②結びつきやネットワークの強化（デマンドバスの運行、滞在型・体験型観光・グリーンツーリズムの推進、生活道路の整備 等）
③圏域マネジメント能力の強化（合同研修の実施や職員の人事交流、外部専門家の招へい 等）

定住自立圏構想の意義

協定締結等圏域数

（市町村・圏域数）

定住自立圏構想への取組状況

宣言中心市数

協定締結等市町村数
549市町村
（R5.4.1時点）ビジョン策定圏域数

定住自立圏に取り組む市町村に対する支援

各省による支援策

特別交付税

・地域公共交通の確保や教育環境の整備支援など、定住自立圏構想

推進のための関係各省による事業の優先採択

・包括的財政措置（平成26年度・令和3年度に拡充）
（中心市 4,000万円程度→8,500万円程度（H26））
（近隣市町村 1,000万円→1,500万円（H26）→1,800万円（R3））

・外部人材の活用に要する経費に対する財政措置

・地域医療の確保に要する経費に対する財政措置 等

圏域形成に向けた手続

中心市
②定住自立圏形成協定の締結
中心市と近隣市町村が１対１で、

議会の議決を経て締結

①中心市宣言

③定住自立圏共生ビジョンの策定
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載

近隣市町村

○人口５万人程度以上
○昼夜間人口比率１以上
○原則３大都市圏外 等

地方債

・地域活性化事業債を充当※ （充当率90％、交付税算入率30％）

※医療・福祉、産業振興、公共交通の３分野に限る

KPI： 2024年 140圏域（R5.4.1現在 130圏域）

※4月1日時点の数値
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出典：総務省「令和４年地方公共団体定員管理調査」

土木技師 農林水産技師

建築技師 保健師・助産師

地方公務員の専門人材の状況①

〇 各施策分野に共通して、小規模市町村においては、専門職員が配置されない又は仮に配置されたとして
も少人数の専門職員しか配置されていない状況が伺える。
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地方公務員の専門人材の状況②

調査概要

令和４年度定員管理調査において、農林水産技師、建築技師、土木技師のいずれの職員もいない４３３市町村に対し、①土木関連業務等の

実施状況、②技術職員を採用していない（できていない）理由について、都道府県経由で聞き取り（調査期間：令和５年４月26日～５月12日）

① 技術職員がいない市町村における土木関連業務等の実施状況
主な回答 具体的な回答内容の例

事務職が対応 ・専門知識のある行政職の職員（大学で技術系の専攻をしていた職員等）が土木関連業務を実施（福島県内
市町村）

外部委託 ・大規模事業の場合は、民間委託している（鳥取県内市町村）
・技術的レベルの高いものは、広域連合又は（公財）県建設技術センターに業務を委託（長野県内市町村）

都道府県等からの職員
派遣により対応

・県からの派遣職員が業務を行っている（栃木県内市町村、徳島県内市町村）

② 技術職員を採用していない（できていない）理由
主な回答 具体的な回答内容の例

募集しても見込みがな
い、採用できない

・小規模市町村のため全体の募集人数が少なく、技術職を（事務職と）分けて募集しても応募がない（多
数）
・採用しても数年で他団体や民間企業へ転職してしまう（東京都内市町村）
・民間の勤務条件が当町より優れていることが多いため、志望する人材がいないのが現状（栃木県内市町
村）

定員管理・人事管理上
の懸念

・定員管理の問題もあり、技術職を募集するとしても１～２人しか採用できないため、汎用性のある事務職
を多く採用する方針をとっている（福井県内市町村）
・規模が小さい市町村では、配置先が限定的となって人事の硬直化を招くおそれもある技術職員の採用には
消極的とならざるを得ない（岐阜県内市町村）

財政的な課題 ・財政上の理由もあり、専門職をなかなか採用しづらい（徳島県内市町村）
・年間の工事数が少なく、財政的な観点からも民間委託した方が効率的（山梨県内市町村）

〇 土木関連の技術職員を配置していない市町村についてアンケート調査を実施したところ、土木関連業務等につ
いては、事務職による対応や外部委託、都道府県等からの職員派遣による対応がなされている状況。

〇 また、上記市町村が専門職員を採用していない（できていない）理由としては、「募集しても見込みがない、
採用できない」、「定員管理・人事管理上の懸念」、「財政的な課題」といった回答が見られた。
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復旧・復興支援 技術職員派遣制度（令和２年度～）

都道府県等

○ 近年、多発する自然災害への対応や、公共施設の老朽化を踏まえた適正管理が求められる中で、小規模
市町村を中心に技術職員の不足が深刻化。

○ さらに、大規模災害時において、特に、技術職員の中⾧期派遣のニーズが高い状況。
都道府県等が技術職員を確保し、平時に技術職員不足の市町村を支援するとともに、大規模災害時の中
⾧期派遣要員を確保する仕組み。

都道府県等※が
市町村支援業務のための技術職員を配置

（Ａ）技術職員不足の市町村支援（平時）

事前登録された技術職員数を基に、
地方三団体及び指定都市市長会とともに派遣調整

（Ｂ）中長期派遣要員の確保（大規模災害時）

・「市町村支援業務に従事
する技術職員数」

・「中長期派遣可能な技術
職員数」
のいずれか小さい方の
職員数に係る人件費に、
地方交付税措置

※令和４年度は151名分を措置

地方交付税措置

中長期派遣対応
技術職員

事前登録

技術職員（土木技師・
建築技師・農業土木技
師・林業技師）を
都道府県等※で確保

※市町村間連携として、他市町村の支援業務のために技術職員を確保・配置する市町村を含む

・R4.4.1現在の登録者数：240名
→令和２年７月豪雨災害の被災地に技術職員22名を派遣中

・R4.4.1現在で337名が従事
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復旧・復興支援技術職員派遣制度の見直し

○ 都道府県等が技術職員を確保し、平時に技術職員不足の市町村を支援するとともに、
大規模災害時に技術職員の中⾧期派遣を行う仕組みを令和２年度に創設。
（参考）中⾧期派遣対応可能な技術職員数は、現在２４０名（目標１，０００名）

○ 令和５年度から、以下の見直しを行い、市町村支援や中⾧期派遣の充実を図る。

普通交付税措置＝ Ａ人 × 約６１１万円（令和４年度）※当該職員の確保を連携中枢都市等が行う場合は、特別交付税措置

Ａ:①技術職員増員数 ②市町村支援に従事する技術職員数 ③中⾧期派遣可能な技術職員数 のいずれか小さい数

令和５年度から①の要件を廃止

＜地方交付税措置の要件の緩和＞

計画的な
技術職員の確保

※ 技術職員：土木技師、建築技師、農業土木技師、林業技師の４職種

＜技術職員確保計画の策定＞
各都道府県に対して、令和５年度から定年延⾧が始まることも踏まえ、以下の項目を内容とする
「技術職員確保計画」の策定を要請
・令和10年度までの技術職員確保の目標（中⾧期派遣可能な技術職員数などを含む。）

・技術職員確保の具体的な取組（採用強化策、ＯＢ・ＯＧ確保など）

23



○ 対象経費
・ 都道府県（連携中枢都市等含む）による市町村支援のためのデジタル人材の確保に要する任期付
職員・非常勤職員等の人件費、民間事業者への委託費等
・ 上記の経費の一部につき市町村の負担金が生じる場合の当該負担金

○ 措置額
・ 対象経費に0.7を乗じた額

○ 対象期間
・ 令和７年度まで（「自治体DX推進計画」の計画期間と同様）

地方公共団体のデジタル人材の確保に係る地方財政措置（令和５年度～）

○ 都道府県等がデジタル人材を確保し、市町村におけるデジタル化の取組を支援する場合、そのための人
材確保経費等に対し令和５年度から特別交付税措置を講ずる。

特別交付税措置の概要

市町村支援業務の想定事例
・ DX・情報化計画等の策定・見直し案の作成
・ 標準化・クラウド化に向けた助言・仕様調整
・ デジタル技術等も活用した業務見直し（BPR）、
システム発注支援

・ データ利活用に関する助言
・ 人材育成（研修企画・講師等）
・ セキュリティ研修・監査支援 等

＜都道府県による市町村支援（イメージ）＞

県

Ｂ町Ａ市

週２日勤務 週２日勤務デジタル人材採用

（職員として採用する場合）

県

Ｂ町Ａ市

支援
デジタル人材確保

（民間委託による場合）

企業

支援

委託
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